
平成 26 年 7月 29 日

東北電力株式会社

電力卸供給入札募集要綱の修正箇所について

１．平成26年4月10日公表の電力卸供給入札募集要綱（案）からの変更点について（ＲＦＣにおけるご提案を反映）

概 要 修 正 箇 所

該 当 箇 所

要 綱 標準契約書A 標準契約書B

１

落札候補者選定における入札

価格再算定および非価格要素

再検討結果の提出期限を延長

【「落札候補者の選定」について，下線部を修正】

・当社が指定する期日とは，依頼した日から１ヶ月を原則とし，

具体的な日時は依頼する際に公証人立会のもと書面でお伝え

します。

７章

（Ｐ５８）

－ －

２

最新鋭の発電技術の商用化お

よび開発状況（ＢＡＴの参考表）

の更新にともなう参照先の変更

【「遵守すべき規準」について，下線部を修正】

・http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/

industrial_safety/sangyo/electric/files/bat_

sankouhyou/bat_20140501.pdf

（ＲＦＣ外）

４章

（Ｐ１４）

－ －

３

振替供給に必要な料金および

振替損失率の変更

【「別紙１」を次ページのとおり修正】

（ＲＦＣ外）

別紙１

（Ｐ１１１）

－ －
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九州電力九州電力九州電力九州電力    

当社までの振替料金 

２．２８円/kWh 

当社までの振替損失率 

８．１％ 

中国電力中国電力中国電力中国電力    

当社までの振替料金 

１．９６円/kWh 

当社までの振替損失率 

７．１％ 

周波数 
変換 
設備 

阿南変換設備 

南福光連系設備 

北本連系設備 

0.32 

円/kWh 

1.0％ 

0.37 

円/kWh 

1.4％ 

関西電力関西電力関西電力関西電力    

当社までの振替料金 

１．５９円/kWh 

当社までの振替損失率 

５．８％ 

0.53 円/kWh 

0.3％ 
0.26 円/kWh 

0.8％ 

四国電力四国電力四国電力四国電力    

【本四連系の場合】  【阿南変換の場合】 

当社までの振替料金  当社までの振替料金 

２．３６円/kWh    ２．０９円/kWh 

当社までの振替損失率    当社までの振替損失率 

６．５％       ６．７％ 

0.24 円/kWh    0.5％ 

0.24 円/kWh 

0.2％ 

中部電力中部電力中部電力中部電力    

当社までの振替料金 

１．３５円/kWh 

当社までの振替損失率 

５．２％ 

0.24 

円/kWｈ 

0.6％ 

1.07 円/kWh 

2.1％ 

0.28 円/kWh  0.4％ 

0.28 円/kWh 

0.5％ 

北陸電力北陸電力北陸電力北陸電力    

【越前連系の場合】 

当社までの振替料金 

１．８７円/kWh 

当社までの振替損失率 

６．２％ 

 

【南福光連系の場合】 

当社までの振替料金 

２．７０円/kWh 

当社までの振替損失率 

７．６％ 

 

東京電力東京電力東京電力東京電力    

当社までの振替料金 

０．１９円/kWh 

当社までの振替損失率 

１．９％ 

0.17 

円/kWh 

1.4％ 

0.99 円/kWh 

2.0％ 

0.19 円/kWh  1.9％ 

    

東北電力東北電力東北電力東北電力    

北海道電力北海道電力北海道電力北海道電力    

当社までの振替料金 

１．５６円/kWh 

当社までの振替損失率 

４．４％ 

0.29 円/kWh  0.3％ 

１.27 円/kWh 

4.1％ 

（注）北陸電力または四国電力の系統に連系し，当社へ供給する場合，

それぞれ２つある接続ルートのどちらを使用するかについては，

各社による接続検討等の結果によります。 

【算定方式】 

１．振替供給に必要な料金 

一般電気事業者間における振替供給に係る費用の算定に用いる事業者間精

算単価（平成 26 年 5 月現在）にもとづき，当社以外の一般電気事業者から

当社までの振替供給に必要な料金（振替料金）を算定しております。 

 

２．振替損失率 

一般電気事業者間における振替供給に係る費用の算定に用いる振替損失率

（平成 26 年 5 月現在）にもとづき，当社以外の一般電気事業者から当社ま

での振替損失率を算定しております。 

 

３．その他 

 当社以外の一般電気事業者から当社までの振替供給に必要な料金および振替

損失率に変更が生じた場合は，当社ホームページ上の以下のアドレスに掲載

して速やかにお知らせします。 

（当社の火力電源入札に関する特設ページ） 

http://www.tohoku-epco.co.jp/jiyuka/nyusatu.htm 
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本四連系設備 

当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合において，応札者の価格評価等に用いる振替

供給に必要な料金および振替損失率は下図のとおりとします。 

別紙１ 

振替供給振替供給振替供給振替供給にににに必要必要必要必要なななな料金料金料金料金およびおよびおよびおよび振替損失率振替損失率振替損失率振替損失率



概 要 修 正 箇 所

該 当 箇 所

要 綱 標準契約書A 標準契約書B

１

落札結果の公表について，「契

約価格と上限価格のかい離

率」を公表することに修正

【「落札者の選定」に関する規定について，下線部を修正・追記】

・契約締結後，機器調達等に支障を来たさない適切な時期に，当

社は以下の項目を公表いたします。

� 卸供給を行う事業者名

� 供給開始年度

� 卸供給を行う場所（住所）

� 年間契約基準利用率

� 契約最大電力

� 燃料種別

� 契約価格と上限価格のかい離率※（ただし，落札者が１社の

みの場合は公表いたしません）

※第６回火力電源入札ＷＧの審議結果を踏まえ，契約価格と上

限価格のかい離率を公表いたします。なお，第６回火力電源

入札ＷＧの資料については，経済産業省ホームページ上の以

下のアドレスに掲載されております（資料４ 事務局提出資料

Ｐ６を参照願います）。

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_ga

s/denkiryokin/karyoku_wg/006_haifu.html

７章

（Ｐ５９）

－ －
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２．平成26年6月9日公表の電力卸供給入札募集要綱（案）からの変更点について（中立的機関委員によるご指摘を反映）



概 要 修 正 箇 所

該 当 箇 所

要 綱 標準契約書A 標準契約書B

２

資本費のうち土木建築工事費

について，著しい物価変動に

対応するためエスカレーション

補正を選択することを可能とす

る

【「受給料金」における「基本料金」について，下線部を修正・追記】

ａ．基本料金

①資本費

�電源線等工事費（特定負担分）の補正

・（省略）

�建設費の補正

・落札した発電設備が新設またはリプレースの場合，発電所建設

工事費のうち，土木・建築工事（以下「土建工事」といいます）契

約については，入札時点と契約締結時点の相違から，工事金額

が国内物価によって著しく変動することも考えられることから，入

札価格への過度なリスク対応費用の織り込みを回避するため，

応札者があらかじめ希望する場合，以下の式により物価の著し

い変動にともなう土建工事費相当額の変動に対する補正を行い，

基本料金の補正を行います。

・補正の対象とする価額は，入札制度および評価の公平性の観

点から，入札時点であらかじめ確定いたします。このため、土建

工事費相当額の補正を必要とする場合，入札書類『（様式８）入

札価格計算書』の資本費（Ａ欄）に補正対象となる土建工事費相

当額を再掲していただきます。ただし，土建工事費相当額の合計

は，『（様式１８）建設費概算書』における土木工事および建築工

事の合計額以下で，かつ，『（様式８）入札価格計算書』における

資本費の合計の２５％以内としていただきます。

（次ページに続く）

９章

（Ｐ７５）

－ －
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入札価格の各年度の固定費を１２で除した月額を毎月お支払

いいたします。

ただし，以下の場合は各年度の固定費の補正を行います。



概 要 修 正 箇 所

該 当 箇 所

要 綱 標準契約書A 標準契約書B

２

資本費のうち土木建築工事費

について，著しい物価変動に

対応するためエスカレーション

補正を選択することを可能とす

る

（前ページの続き）

土建工事費相当額（補正後） ＝

入札価格計算書の土建工事費相当額

環境影響評価書が確定した月の物価指数

×

入札募集受付開始月の物価指数

※ただし，以下の場合は，補正を行わないものとします。

｜（環境影響評価書が確定した月の物価指数／

入札募集受付開始月の物価指数）－１｜≦５％

※補正額は年度毎に算定し，毎年度の基本料金を補正するもの

といたします。

※土建工事費相当額は，『（様式１８）建設費概算書』をもとに，入

札書類『（様式８）入札価格計算書』の資本費（Ａ欄）に再掲いた

だいた土建工事費相当額といたします。

※物価指数は、国土交通省公表の「建設工事費デフレーター」の

「建設総合－土木総合－その他土木」（月次）によるものといた

します。

② 運転維持費

・（省略）

９章

（Ｐ７５）

－ －

【「受給料金」の備考に以下の内容を追記】

・土建工事費相当額の補正を希望する場合，『（様式１８）建設費

概算書』により申告してください。

・土建工事費相当額の補正については，物価指数のプラスまたは

マイナス双方を対象とします。

・土建工事契約は，着工前に必要となる環境影響評価書が確定し

た日以降，速やかに締結され金額が確定するものと考えられる

ことから，補正の対象時点は環境影響評価書の確定月とします。

・なお，環境影響評価に関する法的手続きを実施しない場合，補

正の対象時点は工事計画書の届出月とします。

・調整の基準時点は、入札募集受付開始月とします。

９章

（Ｐ７８）

備考

－ －
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概 要 修 正 箇 所

該 当 箇 所

要 綱 標準契約書A 標準契約書B

２

資本費のうち土木建築工事費

について，著しい物価変動に

対応するためエスカレーション

補正を選択することを可能とす

る

【「受給料金」に関する規定について，下線部を修正・追記】

(1) 基本料金

（省略）

なお、別紙２の資本費のうち電源線等工事費については、甲の

負担する電源線等工事費の確定精算後、精算額を反映し別紙３

にもとづき置き換えるものとする。（※）別紙２の運転維持費につ

いては、毎年度４月に別紙３にもとづき算定した運転維持費補正

係数を乗じた値に置き換えるものとする。

《落札者が『要綱９章（４）①』の建設費の補正を希望する場合に

は、上記の※に以下を挿入》

また、土建工事費相当額については、入札募集受付開始月か

ら発電設備に関する環境影響評価書が確定した月（環境影響評

価に関する法的手続きを実施しない場合、補正の対象時点は工

事計画書の届出月）までの土木・建築工事の物価変動に応じた

補正を行なうものとし、別紙３にもとづき置き換えるものとする。

－

第２１条

（受給料金）

第２４条

（受給料金）

３

連帯保証について，必ずしも出

資者全てに連帯保証状の提出

を求めるものではないこと，応

札者より事業の継続性や安定

性が担保される代替手法をご

提案いただき合意した場合は

その手法を連帯保証に代える

ことができることを記載

【「子会社，合弁会社等の扱い」に以下の内容を追記】

・出資者が複数の場合，必ずしも出資者全員から連帯保証状の

提出を求めるものではありません。

・出資者から連帯保証に替わる手法をご提案いただいた場合に

は，事業の継続性や安定性が担保されることを前提に，協議の

うえ合意した内容を連帯保証に代替するものといたします。

１１章

（Ｐ１０９）

－ －

以 上
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